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■ 応募／申込み⼿続き全般について 
Q）⼩さなクラブでも申請対象になりますか︖ 
A）対象になります。運営体制の規模に関わらず申請が可能です。 
 
Q) ２つの案を申請することは可能でしょうか。 
A）１団体につき申請できる事業は１事業のみです。ただし、複数の取組を１事業に含めて
いただくことは可能です。 
 
Q) 「事業計画書」内で⽰されている「優先的に解決したい社会課題」以外も助成対象と
なりますか︖ 
A）新型コロナウイルスの感染拡⼤による影響を受けた⽅への⽀援であれば助成対象となる
可能性があります。「優先的に解決したい社会課題」に該当する課題がない場合は、申請前
に助成対象となるかどうかを必ず事務局までご相談ください。 
 
Q）提出必要書類に収⽀計画がありませんが、収⼊の項⽬は不要の認識で問題ないですか︖  
A）収⼊の項⽬は不要です。同事業内で助成⾦以外に⾃⼰資⾦や⺠間資⾦を利⽤する計画が
あれば、「資⾦計画書」にはその⾦額を含めた総事業費を記⼊してください。 
 
Q）事業後の報告は必要でしょうか︖ 
A）必要です。「事業完了報告書」と「経費報告書」の提出をもって事業完了となります。 
 
Q）審査が通った場合の助成のタイミングはいつでしょうか︖ 
A）6ヶ⽉分を初回交付として、契約締結後5⽉下旬〜6⽉頃にお⽀払いします。初回交付か
ら6ヶ⽉後に残⽉分をお⽀払いします（2回⽬交付）。 
 
Q）事業後に差額が発⽣した場合、返⾦は必要でしょうか︖ 
A）精算⼿続きを⾏い、残額は返⾦頂くこととなります。 
 
Q）事業を通じて収益を得ることは可能ですか︖ 
A）可能です。ただし、収益は全額指定⼝座内で管理し、助成期間中または本事業完了⽇の
属する事業年度の終了後 5 年間は本事業の実施のためにのみ使⽤することができます。 
 
 
 



■ ⽀援対象となる事業内容について 
Q）どのような事業が対象になりますか 
A）コロナによる影響を受けた個⼈や家庭を直接的に⽀援する事業が対象です。現⾦・現物
給付のみの事業（例︓こども⾷堂への物品提供のみ）や、広く⼀般市⺠を対象とした事業
（例︓既存のスポーツ教室を通常通り継続するのみ）は対象外となりますのでご注意くださ
い。 
 
Q）福祉施設の児童など、新型コロナウイルスとは関係なく経済的に困窮している⽅々は対
象となりますか︖ 
A）新型コロナウイルスの影響を受けていないと判断される場合は対象外となります。 
 
■ 助成⾦の⽤途について 
Q）資産の購⼊に利⽤できますか︖ 
A）事業終了後も5年間は当該事業のみに使⽤することを条件に、計上が可能です。審査会
では資産購⼊の妥当性とともに事業終了後の活⽤⾒通しが審査されます。 
 
Q）こども⾷堂運営のための⾷材購⼊は予算計上できますか 
A）計上は可能ですが、対象者の直接⽀援を本事業の眼⽬としていることから、物品購⼊の
予算は総事業費の2割を上限⽬安としてご検討ください。 
 
Q）⼈件費は本事業のために雇⽤した臨時スタッフにも利⽤可能ですか︖ 
A）可能です。 
 
Q）協⼒団体の⼈件費を出す場合はコンソーシアムを組成する必要がありますか︖また、謝
礼等での計上も可能でしょうか︖ 
A）活動に関する意思決定が分かれる場合はコンソーシアムを組成することが望ましいです
が、申請団体が意思決定を⾏い⼀部の業務を委託する形式の場合は、外注費や謝⾦等による
計上が可能です。 
 
Q）事業経過や結果報告をスタジアムで⾏う場合、参加した⼦どもやその家族を招待する費
⽤は経費に計上できますか︖ 
A）計上は可能です。ただし、当該取組が申請事業上どのような位置づけになっているか、
事業上の課題解決につながっているか、成果達成につながるか、等が審査されることとなり
ます。なお、旅費交通費等個⼈の費⽤を負担する予算は、物品購⼊費と同様に申請額の2割
程度を上限の⽬安に検討ください。 
 
 
 



Q）困窮家庭にお弁当を配る際の弁当費は現物給付として助成対象外になりますか︖ 
A）配布のみでは助成対象外となります。配布以外にも社会課題解決につながる取組が求め
られます。 
 
■ 審査について 
Q）横展開が可能な新規性よりも、当該期間中の実⾏可能性の⽅がより重視されるのでしょ
うか︖ 
A）実⾏可能性が優先されます。ただし、実⾏可能性を確保した上で、優れた横展開の可能
性（波及効果）や新規性（先駆性）を有する場合当該事業の特⻑として審査に影響します。 
 
■ その他 
Q）RCFは採択後の事業実施にもサポートを⾏いますか︖また、事務局機能に関連する業務
を⼀部依頼することは可能ですか︖ 
A）採択後も幅広く事業実施のサポートや助⾔を⾏います。ただし、事務局機能など実⾏団
体の機能を担うことはできません。 


